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図６　地中熱ヒートポンプの仕組み

（経済産業省ウエブサイトより22）

用は５％で温浴が86％を占めるという特異な利用形

態になっている。これは日本人がいかに温泉好きか

を物語るものである一方、省エネや電力消費ピーク

カットに結び付く地熱冷暖房利用の開発余地が大き

いことを示唆する。特に、過去数年で飛躍的に拡大

する地中熱ヒートポンプの日本での利用は図７の通

り非常に低レベルに留まっており、地層が複雑なた

めに熱交換井の掘削コストが高いことが原因として

指摘されている。

図７　地中熱ヒートポンプの国別設備容量

（地熱利用促進協会ウエブサイトより23）

表２　地熱直接利用上位10カ国と用途別内訳
設備容量計
（MWt）

設備容量内訳
ヒートポンプ 暖房 温浴 その他

米国 12,612 95％ ２％ １％ ２％ 養魚、温室
中国 8,898 59％ 15％ 21％ ６％ 農工業
スウェーデン 4,460 95％ ３％ ０％ ２％
ノルウェー 3,300 100％ ０％ ０％ ０％
ドイツ 2,485 90％ ８％ ２％ ０％
日本 2,100 １％ ４％ 86％ ９％ 融雪、温室
トルコ 2,084 ２％ 49％ 26％ 23％ 温室
アイスランド 1,826 ０％ 76％ ４％ 20％ 融雪
オランダ 1,410 99％ ０％ ０％ １％ 温室
フランス 1,345 74％ 22％ １％ ２％ 養魚、温室
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６．まとめ

　欧州や発展途上国を中心に地熱発電の開発は拡大

しており、資源価格の高騰に対する対応策としてこ

の傾向は継続するものと考えられる。自然環境保護

の観点からの反対はあるものの、日本のように温泉

が活用されていない地域もあるため、開発余地は大

きいと思われる。

　夢の技術である EGS については、米国、欧州、

豪州で研究・開発が続いている。但し、実用化の目

途が経つまでに時間は掛ると考えられ、当面のエネ

ルギー問題を解決するための電源の一つとなり得る

かは未知数である。

　地熱の直接利用は、省エネルギーを背景にした地

中熱ヒートポンプを中心に、我が国で拡大する余地

が十分にあると思われる。


